
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 95,979,228 ※ 固定負債 15,175,993 ※

有形固定資産 91,255,834 ※ 地方債 12,119,181
事業用資産 57,986,619 長期未払金 20,211
土地 51,922,435 退職手当引当金 3,036,600
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 16,069,927 その他 -
建物減価償却累計額 △ 10,981,012 流動負債 2,271,979
工作物 847,572 1年内償還予定地方債 1,481,979
工作物減価償却累計額 △ 298,302 未払金 49,254
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 281,080
航空機 - 預り金 459,666
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 17,447,972
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 425,999 固定資産等形成分 98,252,085

インフラ資産 32,961,337 ※ 余剰分（不足分） △ 16,229,687
土地 25,321,027
建物 611,541
建物減価償却累計額 △ 120,317
工作物 20,424,299
工作物減価償却累計額 △ 13,531,084
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 255,872

物品 891,019
物品減価償却累計額 △ 583,141

無形固定資産 63,702
ソフトウェア 63,702
その他 -

投資その他の資産 4,659,693
投資及び出資金 320,978
有価証券 -
出資金 320,978
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 160,066
長期貸付金 -
基金 4,190,307
減債基金 -
その他 4,190,307

その他 -
徴収不能引当金 △ 11,658

流動資産 3,491,142
現金預金 1,111,971
未収金 107,229
短期貸付金 0
基金 2,272,857
財政調整基金 2,272,857
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 915 82,022,398

99,470,370 99,470,370

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表(一般会計等)
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 26,954,457 ※
業務費用 13,510,523 ※
人件費 5,133,892 ※
職員給与費 3,606,811
賞与等引当金繰入額 281,080
退職手当引当金繰入額 179,076
その他 1,066,923

物件費等 7,871,873
物件費 6,570,823
維持補修費 408,141
減価償却費 883,740
その他 9,169

その他の業務費用 504,758
支払利息 84,938
徴収不能引当金繰入額 12,204
その他 407,616

移転費用 13,443,934 ※
補助金等 3,187,212
社会保障給付 6,622,757
他会計への繰出金 3,616,283
その他 17,681

経常収益 1,151,913
使用料及び手数料 691,816
その他 460,097

純経常行政コスト △ 25,802,543 ※
臨時損失 216,645
災害復旧事業費 18,508
資産除売却損 198,137
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 47,591
資産売却益 47,591
その他 -

純行政コスト △ 25,971,598 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書(一般会計等)
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 80,648,218 97,595,861 △ 16,947,643

純行政コスト（△） △ 25,971,598 △ 25,971,598

財源 27,342,772 27,342,772

税収等 17,452,054 17,452,054

国県等補助金 9,890,718 9,890,718

本年度差額 1,371,174 1,371,174

固定資産等の変動（内部変動） 653,218 △ 653,218

有形固定資産等の増加 2,256,280 △ 2,256,280

有形固定資産等の減少 △ 1,606,102 1,606,102

貸付金・基金等の増加 1,192,759 △ 1,192,759

貸付金・基金等の減少 △ 1,189,719 1,189,719

資産評価差額 - -

無償所管換等 2,376 2,376

その他 631 631 -

本年度純資産変動額 1,374,181 656,224 ※ 717,956

本年度末純資産残高 82,022,398 98,252,085 △ 16,229,687

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書(一般会計等)
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 26,152,152
業務費用支出 12,708,218 ※
人件費支出 5,277,136
物件費等支出 6,939,694
支払利息支出 84,938
その他の支出 406,451

移転費用支出 13,443,934 ※
補助金等支出 3,187,212
社会保障給付支出 6,622,757
他会計への繰出支出 3,616,283
その他の支出 17,681

業務収入 26,894,639 ※
税収等収入 17,455,200
国県等補助金収入 8,345,921
使用料及び手数料収入 691,816
その他の収入 401,703

臨時支出 18,508
災害復旧事業費支出 18,508
その他の支出 -

臨時収入 17,233
業務活動収支 741,212
【投資活動収支】
投資活動支出 3,324,899 ※
公共施設等整備費支出 2,280,548
基金積立金支出 1,019,350
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 25,000
その他の支出 -

投資活動収入 3,054,760 ※
国県等補助金収入 1,527,564
基金取崩収入 1,024,897
貸付金元金回収収入 25,000
資産売却収入 477,300
その他の収入 -

投資活動収支 △ 270,139
【財務活動収支】
財務活動支出 1,498,108
地方債償還支出 1,498,108
その他の支出 -

財務活動収入 1,100,700
地方債発行収入 1,100,700
その他の収入 -

財務活動収支 △ 397,408
73,665
578,640
652,305

前年度末歳計外現金残高 444,392
本年度歳計外現金増減額 15,274
本年度末歳計外現金残高 459,666
本年度末現金預金残高 1,111,971

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書(一般会計等)
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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会

1
4
0

1
6
0
,6
4
8
,0
2
7

1
5
2
,3
4
1
,2
5
6

8
,3
0
6
,7
7
1

6
,2
1
5
,6
2
0

0
.0
0
2
%

1
8
7

0
1
4
0

1
4
0

東
京
都
農
林
水
産
振
興
財
団

1
,1
4
5

7
,9
9
7
,6
3
1

1
,1
5
9
,8
4
0

6
,8
3
7
,7
9
1

―
―

―
0

1
,1
4
5

1
,1
4
5

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

4
,1
0
0

2
4
,5
8
9
,1
9
9
,0
0
0

2
4
,2
9
4
,0
0
8
,0
0
0

2
9
5
,1
9
1
,0
0
0

1
6
,6
0
2
,0
0
0

0
.0
2
5
%

7
2
,9
0
0

0
4
,1
0
0

4
,1
0
0

合
計

1
2
,9
7
8

2
4
,7
6
7
,7
1
2
,0
5
4

2
4
,4
5
3
,5
9
2
,4
1
2

3
1
4
,1
1
9
,6
4
2

2
2
,8
1
7
,6
2
0

―
7
3
,0
8
7

0
1
2
,9
7
8

1
2
,9
7
8



d
 基
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

（
貸
借
対
照
表
計
上
額
）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

財
政
調
整
基
金

2
,2
7
2
,8
5
7

-
-

-
2
,2
7
2
,8
5
7

2
,2
7
2
,8
5
7

土
地
開
発
基
金

1
9
4
,4
2
4

-
-

2
5
6
,7
8
5

4
5
1
,2
0
9

4
5
1
,2
0
9

公
共
料
金
支
払
基
金

1
1
0
,0
0
0

-
-

-
1
1
0
,0
0
0

1
1
0
,0
0
0

職
員
退
職
手
当
基
金

1
5
6
,7
3
9

-
-

-
1
5
6
,7
3
9

1
5
6
,7
3
9

公
共
施
設
整
備
基
金

1
,6
2
5
,4
5
0

-
-

4
8
,7
3
4

1
,6
7
4
,1
8
4

1
,6
7
4
,1
8
4

高
齢
者
福
祉
基
金

2
7
1
,4
2
1

-
-

-
2
7
1
,4
2
1

2
7
1
,4
2
1

国
立
駅
周
辺
整
備
基
金

2
9
0
,6
2
1

-
-

-
2
9
0
,6
2
1

2
9
0
,6
2
1

道
路
及
び
水
路
の
整
備
基
金

6
0
8
,9
6
6

-
-

-
6
0
8
,9
6
6

6
0
8
,9
6
6

母
子
家
庭
等
の
自
立
及
び
子
育
ち
支
援
基
金

8
2
,4
0
2

-
-

-
8
2
,4
0
2

8
2
,4
0
2

企
業
誘
致
促
進
基
金

5
7
,2
7
7

-
-

-
5
7
,2
7
7

5
7
,2
7
7

く
に
た
ち
未
来
基
金

1
1
0
,4
4
1

-
-

-
1
1
0
,4
4
1

1
1
0
,4
4
1

Ｒ
Ｈ
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
基
金

9
1
,5
7
2

-
-

-
9
1
,5
7
2

9
1
,5
7
2

青
少
年
育
英
基
金

8
3
,4
6
3

-
-

-
8
3
,4
6
3

8
3
,4
6
3

谷
保
の
原
風
景
保
全
基
金

1
4
4
,8
8
1

-
-

-
1
4
4
,8
8
1

1
4
4
,8
8
1

都
市
計
画
事
業
基
金

5
7
,1
3
0

-
-

-
5
7
,1
3
0

5
7
,1
3
0

合
計

6
,1
5
7
,6
4
4

0
0

3
0
5
,5
1
9

6
,4
6
3
,1
6
4

6
,4
6
3
,1
6
4



e
 長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

f 
未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

―
―

―
―

―
―

小
計

―
―

小
計

―
―

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

　
　
市
民
税

1
6
,7
8
9

　
　
市
民
税

2
5
,1
4
5

　
　
固
定
資
産
税

1
,7
2
4

　
　
固
定
資
産
税

6
,3
7
3

　
　
都
市
計
画
税

3
9
1

　
　
都
市
計
画
税

1
,4
6
3

　
　
軽
自
動
車
税

5
0
4

　
　
軽
自
動
車
税

5
7
2

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

　
　
生
活
保
護
費
等
返
還
金
等

1
3
9
,2
5
9

5
,3
7
0

　
　
生
活
保
護
費
等
返
還
金
等

6
0
,2
4
1

2
2

　
　
保
育
所
保
育
料
等

1
,3
9
9

2
4
0

　
　
保
育
所
保
育
料
等

1
,4
0
0

―

　
　
そ
の
他

―
―

　
　
そ
の
他

1
2
,0
3
5

―

小
計

1
6
0
,0
6
6

1
1
,6
5
8

小
計

1
0
7
,2
2
9

9
1
5

合
計

1
6
0
,0
6
6

1
1
,6
5
8

合
計

1
0
7
,2
2
9

9
1
5

6
,0
4
8

8
9
3



（
イ
）
負
債
項
目
の
明
細

a 
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

う
ち
翌
年
度
償
還

【
通
常
分
】

9
,6
7
7
,8
1
8

9
8
0
,6
2
0

7
6
3
,7
1
4

7
8
8
,3
3
7

3
,9
1
0
,5
3
8

4
,2
1
5
,2
2
9

　
　
総
務
債

2
,4
2
6
,8
7
3

1
9
6
,6
1
8

2
5
,8
6
7

2
9
,1
0
5

4
7
1
,3
2
5

1
,9
0
0
,5
7
6

　
　
民
生
債

6
2
2
,6
0
2

5
7
,6
7
6

7
,2
8
6

3
3
,0
3
0

4
4
4
,1
7
1

1
3
8
,1
1
5

　
　
衛
生
債

4
9
,3
0
3

1
7
,6
3
7

0
0

0
4
9
,3
0
3

　
　
農
林
債

1
1
,5
0
0

0
0

0
1
1
,5
0
0

0

　
　
土
木
債

4
,2
2
9
,5
8
8

4
2
6
,9
1
7

3
8
7
,3
6
9

5
3
0
,1
9
2

1
,4
0
0
,6
9
0

1
,9
1
1
,3
3
7

　
　
消
防
債

2
6
0
,6
2
0

3
2
,7
2
0

0
1
8
5
,8
6
0

7
4
,7
6
0

0

　
　
教
育
債

2
,0
7
7
,3
3
1

2
4
9
,0
5
2

3
4
3
,1
9
2

1
0
,1
5
0

1
,5
0
8
,0
9
1

2
1
5
,8
9
8

【
特
別
分
】

3
,9
2
3
,3
4
2

5
0
1
,3
5
9

9
4
7
,4
4
6

0
2
,9
7
5
,8
9
6

0

　
　
減
税
補
て
ん
債

4
4
6
,0
2
8

9
8
,6
2
7

4
4
6
,0
2
8

0
0

0

　
　
臨
時
税
収
補
填
債

0
0

0
0

0
0

　
　
臨
時
財
政
対
策
債

3
,4
0
3
,1
3
8

3
9
4
,4
0
2

5
0
1
,4
1
8

0
2
,9
0
1
,7
2
0

0

　
　
そ
の
他

7
4
,1
7
6

8
,3
2
9

0
0

7
4
,1
7
6

0

合
計

1
3
,6
0
1
,1
6
0

1
,4
8
1
,9
7
9

1
,7
1
1
,1
5
9

7
8
8
,3
3
7

6
,8
8
6
,4
3
4

4
,2
1
5
,2
2
9

b 
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

地
方
債
残
高

1
.5
％
以
下

1
.5
％
超

2
.0
％
以
下

2
.0
％
超

2
.5
％
以
下

2
.5
％
超

3
.0
％
以
下

3
.0
％
超

3
.5
％
以
下

3
.5
％
超

4
.0
％
以
下

4
.0
％
超

1
3
,6
0
1
,1
6
0

1
1
,7
3
4
,7
8
0

1
,8
6
6
,3
8
0

0
0

0
0

0

c
 地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

５
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

1
3
,6
0
1
,1
6
0

1
,4
8
1
,9
7
9

1
,5
1
8
,0
7
1

1
,6
1
0
,5
3
8

1
,5
8
3
,2
3
8

1
,4
3
1
,3
1
0

4
,7
2
0
,3
2
3

1
,0
4
2
,9
0
6

2
1
2
,7
9
6

0

d 
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

該
当
な
し

そ
の
他

契
約
条
項
の
概
要

-

区
分

当
期
末
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行



e
 引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金

1
1
,5
7
8

1
2
,2
0
4

1
1
,2
0
9

0
1
2
,5
7
3

賞
与
等
引
当
金

2
7
0
,6
3
3

2
8
1
,0
8
0

2
7
0
,6
3
3

0
2
8
1
,0
8
0

退
職
手
当
引
当
金

3
,1
9
0
,2
9
1

1
7
9
,0
7
6

3
3
2
,7
6
7

0
3
,0
3
6
,6
0
0

合
計

3
,4
7
2
,5
0
2

4
7
2
,3
6
1

6
1
4
,6
1
0

0
3
,3
3
0
,2
5
3

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高



イ
.行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
ア
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

保
育
所
施
設
整
備
費
補
助
金

対
象
保
育
所

4
2
6
,7
6
1
保
育
所
整
備
に
対
す
る
補
助
金

そ
の
他

4
3
,6
0
4

計
4
7
0
,3
6
5

そ
の
他
の
補
助
金
等

都
消
防
委
託
金

東
京
都

9
1
9
,0
2
4
消
防
事
務
委
託
に
係
る
費
用

多
摩
川
衛
生
組
合
負
担
金

多
摩
川
衛
生
組
合

2
5
2
,2
2
7
国
立
市
・
府
中
市
・
稲
城
市
・
狛
江
市
で
構
成
す
る

多
摩
川
衛
生
組
合
に
対
す
る
負
担
金

施
設
型
給
付
費

幼
稚
園
・
認
定
こ
ど
も
園

1
9
2
,0
5
6
私
立
幼
稚
園
及
び
認
定
こ
ど
も
園
に
対
す
る
公
費
負
担

東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合
負
担
金

東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合

1
6
6
,4
3
9
多
摩
地
域
2
5
市
1
町
で
構
成
す
る

東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合
に
対
す
る
負
担
金

ま
ち
づ
く
り
協
力
金
等

指
定
企
業

1
1
1
,1
1
4
指
定
企
業
か
ら
徴
収
し
た
固
定
資
産
税
等
の
還
付
金

国
立
市
社
会
福
祉
協
議
会
補
助
金

国
立
市
社
会
福
祉
協
議
会

1
0
9
,5
6
6
国
立
市
社
会
福
祉
協
議
会
に
対
す
る
補
助
金

認
証
保
育
所
運
営
費
補
助
金

認
証
保
育
所

1
0
2
,5
6
7
認
証
保
育
所
の
運
営
費
に
対
す
る
補
助
金

そ
の
他

8
6
3
,8
5
4

計
2
,7
1
6
,8
4
7

合
計

3
,1
8
7
,2
1
2

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）



ウ．純資産変動計算書の内容に関する明細

（ア）財源の明細 （単位：千円）

会 計 区 分 金 額

15,067,480

1,592,671

379,044

87,216

115,302

54,401

77,031

8,917

69,992

17,452,054

国 庫 支 出 金 381,554

都 支 出 金 777,404

計 1,158,958

国 庫 支 出 金 4,932,265

都 支 出 金 3,799,495

計 8,731,760

9,890,718

27,342,772

財源の内容

一般会計

税収等

地 方 税

税 関 連 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 交 付 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

寄 附 金

合 計

交 通 安 全 特 別 交 付 金

他 会 計 繰 入 金

小 計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小 計



国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

2
5
,9
7
1
,5
9
8

8
,3
6
3
,1
5
4

4
3
7
,1
0
0

1
4
,8
9
5
,8
8
2

2
,2
7
5
,4
6
2

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

2
,2
5
6
,2
8
0

1
,5
2
7
,5
6
4

6
6
3
,6
0
0

1
3
,7
1
4

5
1
,4
0
2

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

1
,1
9
2
,7
5
9

0
0

1
,0
4
4
,3
5
0

1
4
8
,4
0
8

そ
の
他

0
0

0
0

0

合
計

2
9
,4
2
0
,6
3
7

9
,8
9
0
,7
1
8

1
,1
0
0
,7
0
0

1
5
,9
5
3
,9
4
6

2
,4
7
5
,2
7
3

(ア
)資
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

（
イ
）
財
源
情
報
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

金
額

内
訳

合
計

6
5
2
,3
0
5

エ
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

種
類

本
年
度
末
残
高

現
金

3
0
5

要
求
払
預
金

6
5
2
,0
0
0



平成 30 年度 国立市一般会計等財務書類注記 

 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額 1 円としています。 

 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は、次のとおりです。 

 建物    4 年～50 年 

 工作物    8 年～60 年 

 物品    2 年～20 年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

  （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。） 

 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース 

契約 1件当たりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

  ・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去 5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去 5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去 5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、 

それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

 



(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円 

  以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行います。 

 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（国立市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法 

として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上して 

います。ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じています。 

 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等の 

おおむね 10％相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

該当する事項はありません。 

 

3 重要な後発事象 

該当する事項はありません。 

 

4 偶発債務 

該当する事項はありません。 

 

5 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は、次のとおりです。 

一般会計 

 

② 地方自治法第 235 条の 5 の規定に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間に 

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

 

実質赤字比率      - 

連結実質赤字比率    - 

実質公債費比率   -0.8% 

将来負担比率      - 

 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額       - 

 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額                48,944 千円 



(2) 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

売却可能資産の範囲は、翌年度予算において、財産収入として措置されている公共資産としています。 

今年度は、該当する資産はありません。 

 

② 基金借入金（繰替運用） 

会計年度末における基金借入金（繰替運用）はありません。 

 

③ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが

見込まれる金額                             11,579,984 千円 

 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

 

標準財政規模                                               15,359,752 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額         1,388,465 千円 

将来負担額                                                 22,304,349 千円 

充当可能基金額                                              6,166,144 千円 

特定財源見込額                                              7,122,367 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額               11,579,984 千円 

 

⑤ 地方自治法第 234 条の 3 の規定に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

該当ありません。 

 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 
固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

 

② 余剰分（不足分） 
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

③ その他 

その他 631 千円は調査判明増によるものです。 

 

(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 

業務活動収支（支払利息支出を除く。） 826,150 千円 

投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。） △275,685 千円 

基礎的財政収支 550,465 千円 

 

② 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は、含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は、次のとおりです。 

一時借入金の限度額                                       3,000,000 千円 

一時借入金に係る利子額                                       60 千円 

 

③ 重要な非資金取引 

重要な非資金取引は、以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額       5,327 千円 

有形固定資産の無償取得                         2,376 千円 


